
第８回 「とっとり孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォーム」会議次第
日 時︓ 令和８年８⽉7日（⾦）10:00〜
場 所︓ オンライン

１ 開会挨拶（政策統轄監）
２ 報告事項
（１）一般団体会員の活動紹介について
（２）令和８年度孤独・孤⽴対策事業の取組状況等について
（３）身寄りのない方を地域で支えるワーキンググループ報告書案について
３ 意⾒交換

・県・市町村孤独・孤⽴対策や各団体の活動の更なる周知について
・各団体間の更なる連携強化について

４ 閉会



○プラットフォームの概要
孤独・孤立の問題については、行政による政策的な対処のみでは困難又はなじみづらい場合があり、 一方で、

NPO法人や社会福祉法人等の支援機関単独では対応が困難な実態もあることから、行政、民間支援機関等、
多様な主体が幅広く参画し、官民一体で取組を推進する。
【活動内容】
孤独・孤立対策に関する普及・広報活動、孤独・孤立対策に取り組むNPO法人等の支援、孤独・孤立対策を

分野横断的に推進するための県、市町村及びＮＰＯ等支援組織間の複合的・広域的な連携強化、関係機関の
取組の情報共有及び課題や連携に関するワークショップ実施等の連携強化活動

○幹事団体
【民間支援機関等：12団体】
NPO法人鳥取青少年ピアサポート、N.K.Cナーシングコアコーポレーション合同会社、労働者協同組合ワーカーズコープ
センター事業団さんいんみらい事業所、社会福祉法人鳥取いのちの電話、鳥取県地域生活定着支援センター、一般社団
法人鳥取県母子寡婦福祉連合会、鳥取県民生児童委員協議会、鳥取県児童福祉入所施設協議会、鳥取県居住支援協
議会、鳥取県弁護士会、日本司法支援センター鳥取地方事務所（法テラス鳥取）、鳥取県商工会議所連合会
【社会福祉法人：1団体】 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会
【行政：21団体】 市町村、鳥取県教育委員会、県（事務局）

○開催概要
第１回（R4.9.14）：プラットフォームの創設、国及び県の動きの共有等

第２回（R4.12.27）：第１回会議後の取組状況の共有、令和５年度事業実施に向けた方向性等
第３回（R5.8.28）：令和５年度６月補正事業、孤独・孤立アンケートの概要、相談窓口の顔の見える関係作り等
第４回（R6.3.18）：令和６年度事業、プラットフォーム構成団体の拡大、県孤独・孤立対策地域協議会の設置等
第５回（R6.9.2） ：令和６年度事業、県内及び県外事例の紹介、県の孤独・孤立対策協議会の運営等
第６回（R7.9.1） ：令和７年度事業、実態調査の結果、身寄りのない方への支援、市町村プラットフォーム設置
第７回（R8.1.27） ：令和７年度事業の結果等、一般団体の取組紹介、令和８年度の県・市町村事業

とっとり孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォームの概要①
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こども食堂、再犯防止、福祉
団体、ピアサポート団体など
幅広い支援機関を公募し申
し込みがあれば登録
（R８.７月末：４８団体）

労働者協同組合ワーカーズコープ事業団
さんいんみらい事業所

NPO法人鳥取青少年ピアサポート
N.K.C ナーシングコアコーポレーション
（社福）鳥取いのちの電話
鳥取県地域生活定着支援センター
（一社）鳥取県母子寡婦福祉連合会
鳥取県民生児童委員協議会
鳥取県児童福祉入所施設協議会
鳥取県居住支援協議会
鳥取県弁護士会
日本司法支援センター鳥取地方事務所
鳥取県商工会議所連合会
（社福）鳥取県社会福祉協議会
鳥取県・鳥取県教育委員会
各市町村

とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

プラットフォーム会議

幹事団体

【幹事団体の機能】
１ PF活動の「企画」「検証」
２ PF活動の「周知・発信」
３ 県の孤独・孤立施策への提言
４ 規定や幹事団体の決定
５ 法15条に定める「孤独・孤立対策地域協議会」

※県孤独・孤立対策課が事務局となり、PF全体の運営・企画、一般団体の募集を実施。

PF会議が中心と
なって企画したPF
の取組への参加を
呼びかけ

PFの取組への参加

一般団体

【一般団体の機能】 ※R6.4.1募集開始

１ 連携した相談・支援の提供
２ 連携事業の実施やフォーラムへの参加
３ 分野横断的な情報共有
４ 広報・交流活動の実施
５ 市町村重層事業への参画

とっとり孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォームの概要②
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• 令和６年４月１日から募集を開始した本プラットフォーム「一般会員団体」の加入状況については以下のとおり。

＜令和８年７月末現在＞

※一般会員団体の活動概要はホームページでご確認いただけます。

https://www.pref.tottori.lg.jp/317119.htm

➤とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの一般団体として参画いただける団体への声かけを引き続き

お願いします。

団体名団体数団体種別

NPO法人はるひな、NPO法人あかり広場、合同会社あいいろ、TRIGGER（株）、産前産後ケアハウス

はぐはぐ合同会社、（株）コモングラウンド、（社福）養和会、（社福）やず
８福祉サービス事業所

鳥取県精神障害者家族会連合会、NPO法人ピアサポートつむぎ、

特定非営利活動法人西部ろうあ仲間サロン会、元気になろうの会（不登校や学校が苦手な子と親が集う

会）、困り感を抱える子を支援する親の会／らっきょうの花、発達障がい家族ネット、Warmeyes、鳥取

県高次脳機能障害者家族会、～対話と学びをつながりと～どんぐりの森、特定非営利活動法人リカバ

リーポイント、不登校児童生徒ひきこもり青少年の親の会「つながろう会」、「リアン」知的障害・発達障害

当事者＆家族の会

１２

ピアサポート・当事者
団体

（一社）ひだまり、（一社）みもざの会、Tottori Mama’ｓ、（一社）成年後見ネットワーク倉吉、（一社）鳥

取県再犯抑止更生協会、（特定非営利活動法人）アプローズ
６支援機関

倉吉病院、鳥取医療生活協同組合２医療機関

倉吉市社協、米子市社協、八頭町社協、大山町社協、智頭町社協５市町村社協

いき○研究会、NPO法人人と動物の共生センター、米子フリースクール、鳥取県公共図書館協議会、夢

現の風、株式会社Tri-Arrow、フリースクールきょういく、地域支え合い米子居い場所田園、フリース

クール・S、NPO法人明るい生活、住居活動支援ネット（ほっとちょこっとcafé）、（一社）外国人ライフサ

ポートnicotto、Mnetグループ 、鳥取行政監視行政相談センター、こころの声サポートの会

１５

その他

４８合計

とっとり孤独・孤⽴対策官⺠連携プラットフォームの概要③
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Tottori Mama’ｓ
発表者 中井 みずほ 代表

＜具体的な活動内容＞

・私たちの活動で虐待・DVのない社会へ繋げることを目的とし活動しています。

主には産前産後、子育て世代の女性の孤立防止のための女性同士が繋がる場をイベントを通し

て実施（ハイハイレース、毎月実施OPENDAY等）、またLINE公式で相談も受付けています。

HP：https://tottori-mamas.com/

【報告事項１】一般団体会員の活動紹介について

４

https://tottori-mamas.com/


■孤独・孤立対策プラットフォーム事業等

（１）「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」によるワークショップの開催

・孤独・孤立に関わる取組を行っている団体同士の横のつながりを作り、相談支援の好事例の展開や顔の見

える関係作りを目的として、ピアサポート、居場所づくり、人材育成などの各ワークショップを実施。

→第１回：R８.10月頃 第２回：R８.12月～R9.2月 ※今後、案内しますので、参加をお願いします

（２）「孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」広報・交流経費補助

・支援団体による孤独・孤立対策の取組推進、支援団体同士の連携・協働を進めていくため、プラットフォー

ム加入団体が行う孤独・孤立対策に関する広報・交流活動に県として支援（補助率2/3・上限額２０万円）。

→３団体から申請あり（「日南福祉フェスタ」など孤独・孤立の理解や交流を図るイベント等開催を支援）

（３） 「とっとり孤独・孤立サポーター」

・地域の中で孤独・孤立を抱える方に寄り添う支援・活動を行う「とっとり孤独・孤立サポーター」を養成。

・サポーターと地域活動団体、相談支援機関、市町村等関係者との交流を図る「サポーター交流会」を開催。

→令和８年度養成研修（基礎研修：R8.7.13、対人援助研修：R8.8.6）に１１３名の参加申込みあり

→R8.1０．２１ サポーター同士の取組や行政・関係団体との関係づくりを図る交流会を開催予定

（４）孤独・孤立に係る人材育成研修 「スキルアップ研修」

・様々な困難を抱えた当事者、家族と関わる際の視点など相談支援の基本や地域資源等の理解を深め、

関係者・関係機関と連携しながら支援を行うポイントなどを学ぶ研修を開催。

→１日目：R8.9.15 ２日目：R8.9.17 米子コンベンションセンター（オンライン配信あり）で開催予定

【報告事項２】令和８年度孤独・孤⽴対策事業の取組状況等について
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（５） 「鳥取県市町村孤独・孤立解消支援事業補助金」

・ひきこもり、ヤングケアラー、老老介護等に対するセーフティネットやつながりの構築等、県民が安心して暮

らせる温もりのある支え愛社会づくりに資する市町村事業を支援（補助率１/2・上限額２００万円）。

→４市町村が活用（アウトリーチによる支援、居場所・活動づくり等による孤独・孤立解消の取組）

（６）当事者・家族等のピアサポート活動支援事業補助

・県内のピアサポート団体に対し活動費の助成を行い、経費の問題から二の足を踏んでいる本人や家族によ

る新規立上げの後押しや既存団体の活動の活性化を図る（補助率：新規９/１０、継続１/２・上限額５０万円）。

→ピアサポート活動を継続する７団体を支援 ※補助金の周知をお願いします。

（７）「ヤングケアラー支援フォーラム兼関係機関職員研修会」の開催

・ヤングケアラーの声や専門家の講演から職域を越えた連携、支援するポイントを探る研修会を開催。

①フォーラム：「ケアラートークセッション」

ヤングケアラー、若者ケアラー経験者がオンラインで登壇し、家族を思う葛藤や周囲からは見えづらい

「日常」について、リアルな声を届ける。

②研修会（講演会・ワークショップ）

「日常の延長でできるヤングケアラー支援～気づきをつなぎ、孤立させない多職種連携～」

講師：滋賀県子ども若者部子どもの育ち学び支援課 子ども若者ケアラーコーディネーター

上村 文子（かみむら あやこ） 氏

→R８.７.２９（水）倉吉交流プラザ視聴覚ホール 参加申込者７１名（会場：５５名・録画配信：１６名）

６

【報告事項２】令和８年度孤独・孤⽴対策事業の取組状況等について



（８）「ひきこもりを考える講演会」の開催

・ひきこもりに関する正しい理解の普及を目的に開催。

講師：一般社団法人hito.toco 宮武 将大（みやたけ しょうた）氏

→R８.１１.２１（土）倉吉交流プラザ 開催予定 ※参加申込者は録画配信で視聴可能

（９）ヤングケアラー支援の新規・拡充の取組等

（新規）ヤングケアラーコーディネーターの配置

・ヤングケアラーコーディネーターを配置し、市町村や教育機関等からのヤングケアラーの支援に関する相談

支援を対応。

・県教育委員会（生徒支援・教育相談センター）と連携し、学校や教育現場と市町村等の支援機関をつなぎ、支

援体制の構築・強化を支援。

（拡充）県教育委員会と連携したヤングケアラー元当事者等による学校への出前授業

・県教育委員会（人権教育課）と連携して、県内学校にヤングケアラー元当事者による出前授業を案内。

→４校が実施

（継続）ヤングケアラーの各支援機関による研修会の費用を補助（補助率10/10・上限額８万円）

・プラットフォーム団体、民生・児童委員、地域包括支援センター、介護・障害サービス事業所、 こども食堂、公

民館等がそれぞれの分野における課題や対応に関する研修に要する費用を助成。

→１団体が申請見込 ※研修補助のご活用をお願いします。

７

【報告事項２】令和８年度孤独・孤⽴対策事業の取組状況等について



■（新規）地域のきずな推進支援事業

①「身寄りのない方への支援」ワーキンググループ

＜背景・目的＞

・少子高齢化、核家族化等の社会状況の変化に伴う単身者世帯の増加とともに、身寄りのない人への支援が

必要となってきており、市町村において苦慮するケースがあり課題となっている。

・今後、増加が見込まれる身寄りのない方が、これまでどおり住み慣れた地域において安心して生活していけ

るように専門家・関係団体の知見や地域住民の支え合い等を活用して、市町村による身寄りのない人を支え

る地域づくり・支援体制を推進していく。

＜プラットフォーム関連事業＞

・とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォームにワーキンググループ（ＷＧ）を設置

して、身寄りのない方 への支援策を検討。

【メンバー】 司法関係団体、権利擁護団体、介護関係・介護施設団体、病院、市町村、県関係部局等

【 議 題 】 身寄りのない方の入院・入所手続、、死後事務等の支援 等

【スケジュール】

【報告事項３】身寄りのない方を地域で支えるワーキンググループ報告書案について

８

議題等開催時期

身寄りのない方への支援の現状・課題を踏まえての意見交換５月２８日第１回

第１回の意見の整理、具体的な支援策の検討７月 ８日第2回

第２回の議論を踏まえた具体的な支援策（報告書案）の検討８月 ４日第３回

身寄りのない方への支援策のとりまとめ（報告書の完成）１０月 ９日第４回



②市町村による身寄りのない方への支援体制整備事業

市町村（圏域）における身寄りのない方等の困りごと・問題の予防や支援・解決につながるモデル的・試行的
な仕組みづくり・取組を支援する。

→２市町村が活用（東部圏域における事例集作成、米子市身寄りのない高齢者等あんしんサポート事業）

＜補助対象事業例＞

・身寄りのない高齢者支援の窓口設置 （市町村⇔病院・介護事業所・ケアマネジャー）

・身寄りのない方の入院・入所手続マニュアル・事例集作成

・エンディングノートの作成・普及と財産処分等の法律手続きの支援

＜補助事業概要＞

６
重要な変更

５
補助の上限額

４
補助率

３
補助対象経費

２
事業実
施主体

１
補助事業

（１）

直営による実施から
委託による実施、ま
たはその逆
（２）

本補助金の増額を
伴うもの
（３）

本補助金の２割以上
の減額を伴うもの

（１）
市町村の取組
（単独の市町村において
取り組む場合）

５０万円
（２）
圏域の取組
（複数の市町村において
広域的に取り組む場合）

１００万円

１０／１０身寄りのない方に対する日常生活
の見守りや相談支援、病院や介護
保険施設等の入院・入所時手続き
の支援、死後事務の対応など、地
域で身寄りのない方に寄り添った
きめ細かなモデル・試行的な取組
に係る経費（報酬、報償費、旅費、
需用費、役務費、委託料、使用料
及び賃借料など）

市町村鳥取県地
域で身寄り
のない方を
支える市町
村
支援事業

【報告事項３】身寄りのない方を地域で支えるワーキンググループ報告書案について
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■報告書案（第３回会議時点の支援の方向性項目）

入院・入所手続きの支援

①行政、医療・介護関係者の共通認識と対応のルール化（行政、関係団体等によるガイドラインの策定等）

②医療・介護現場の理解促進（医療・介護の現場での多職種連携によるサービス方針の検討）

③日常生活自立支援事業・新たな第二種社会福祉事業の実施体制の整備（市町村による社協の連携、支援）

④成年後見制度の理解・利用促進（制度改正を含めた成年後見制度の住民への広報・啓発の強化）

⑤地域におけるつながり・居場所づくりの推進（住民どうしのつながりづくり・相互の生活支援への発展）

＜取組例＞

➤単身世帯型社会に対応可能な市町村による包括的な支援体制の整備

➤圏域単位の市町村による行政・医療・介護のガイドライン・事例集の作成

死後事務の対応支援

①行政、医療・介護関係者だけでなく多方面での終活支援の啓発（多分野・多団体による啓発）

②行政、関係者の共通認識、役割分担等の対応のルール化（行政、関係団体等によるガイドラインの策定等）

③行政による身寄りのない方の遺留金品処分の手続きの簡略化等（国による制度改正等の対応）

④国による身寄りのない方の支援制度の充実化等（行政・関係団体と金融機関とのルール化の整備等）

＜取組例＞

➤終活支援サポート体制の整備

➤市町村による死後事務対応のガイドライン、要綱、手続きフローの作成

➤市町村による身寄りのない方の相続調査・財産処分手続き等の簡略化を図る法制度の改正

【報告事項３】身寄りのない方を地域で支えるワーキンググループ報告書案について
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（１）県・市町村孤独・孤立対策や各団体の活動の更なる周知について

・望まない孤独・孤立を防ぐため、支援を求める声をあげやすい、声をかけやすい地域・社会に向けて、

行政、民間の各団体において、各種相談窓口の設置の周知や住民啓発をしていただいている。

※県では孤独・孤立対策課ホームページで掲載している各種相談窓口の周知や相談窓口のチラシを関係機関に配布。

➤各団体、市町村の孤独・孤立対策・活動（研修会、講演会等）について、情報提供いただいたものを

県孤独・孤立対策課ホームページで集約して、県内の孤独・孤立対策をまとめて周知したいため、各団体

においては、積極的な情報提供をお願いしたい。

➤また、毎年５月は、内閣府が定める「孤独・孤立対策強化月間」のため、各団体、市町村・県において、特に

啓発・広報活動の強化をお願いしたい。

※県では、公式LINE、ホームページを通じて県の孤独・孤立対策を広報

➤その他、更なる啓発・周知を図るため、ご意見をお願いしたい。

（２）各団体間の更なる連携強化について

・プラットフォーム団体間の情報共有や連携を図るため、プラットフォーム団体の関係づくりのワークショッ

プの開催やプラットフォーム会議での一般団体の活動紹介、毎月のメルマガの送信等を実施している。

➤各団体の相互の活動を理解・共有することで、支援を必要とする当事者・家族等への相談・伴走支援をしや

すくなると考えれるが、各団体間の更なる連携強化を図る取組など、ご意見をお願いしたい。
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【意⾒交換】



【参考１】社会福祉法等の一部を改正する法律の概要
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【参考１】社会福祉法等の一部を改正する法律の概要
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【参考１】社会福祉法等の一部を改正する法律の概要
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【参考１】社会福祉法等の一部を改正する法律の概要

１５



○孤独・孤立対策等の相談窓口ホームページ

生活上の困りごとに関する相談をお受けします。
【窓口・電話・ＬＩＮＥ】https://www.pref.tottori.lg.jp/308386.htm

生活困りごと相談

ヤングケアラーの当事者やその家族の方の相談窓口です。
【電話・ＬＩＮＥ】https://www.pref.tottori.lg.jp/296824.htm

ヤングケアラー支援窓口

ひきこもりに関する当事者や家族の方の相談窓口です。
【電話・メール・ＬＩＮＥ】https://www.tottori-hikikomori.com/
＜参考＞ひきこもり支援のホームページ

・家族教室、ひきこもりサポーター研修等の情報を掲載しています。
https://www.pref.tottori.lg.jp/11192.htm

とっとりひきこもり生活
支援センター

高齢又は障がいにより、福祉的な支援を必要とする矯正施設（刑務所等）の退所者等に対
する地域生活への定着を支援する相談窓口です。【電話】https://adsuppo.net/lsw/

鳥取地域生活定着支援セ
ンター

刑を終えて出所した人やそのご家族からの住居や就業先などの帰住環境等の相談をお受
けします。【電話】https://www.pref.tottori.lg.jp/324828.htm

出所者等の更生保護・相
談窓口

お住まいの市町村ごとに相談窓口が設置されています。
https://www.pref.tottori.lg.jp/255464.htm

生活保護に係る相談
（県・市町村）

お住まいの市町村ごとに相談窓口が設置されています。
https://www.pref.tottori.lg.jp/251575.htm

生活で困窮された方の相
談（県・市町村）

成年後見制度の県内民間団体の相談窓口です。
【電話】https://www.pref.tottori.lg.jp/69758.htm

成年後見制度の相談（民
間団体）

１１

【参考２】⿃取県の孤独・孤⽴対策に関する相談窓⼝等

○研修会補助・講師派遣

ヤングケアラーの支援団体（公民館、PTA等）の研修費用について８万円を
上限として補助します。
https://www.pref.tottori.lg.jp/296824.ht

鳥取県ヤングケアラー支援に関する研修
事業費補助金

公民館等で家計管理など将来安心に暮らすためのセミナーを開催される場
合には、ファイナンシャルプランナーを講師として無料で派遣します。
【連絡先】（株）そうだんひろば 電話：0857－30－6777

ファイナンシャルプランナーと連携した
家計支援事業
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○県内自治体における重層的支援体制整備の実施及び孤独・孤立対策プラットフォームの設置状況

【参考３】県内自治体の取組状況
孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（R8.３．３１現在）重層的支援体制整備市町村名

「麒麟のまち」圏域として孤独・孤立対策官民連携プラット
フォームを設置済

令和４年度～鳥取市

令和８年度～岩美町

若桜町

令和４年度～智頭町

令和６年度～八頭町

令和５年度～倉吉市

設置済（重層的支援体制整備事業を活用）令和６年度～湯梨浜町

設置済（重層的支援体制整備事業を活用）令和６年度～琴浦町

令和４年度～米子市

（令和９年度に設置予定）日吉津村

令和７年度～大山町

令和７年度～南部町

令和６年度～江府町

※北栄町、日吉津村は、重層的支援体制整備事業を実施済（令和８年度から他の国庫補助等を活用）

※記載のない市町村は、現時点で未実施、また、孤独・孤立対策官民連携プラットフォームを設置していない。
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県内市町村

全国市町村

設置済 令和８年度中に設置予定 令和９年度中に設置予定 当面設置予定はない

＜孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの設置状況（内閣府調査・R8.3.31現在）＞
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【参考４】内閣府「孤独・孤⽴対策」重点計画（令和８年度改定）
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【参考５】内閣府孤独・孤⽴対策推進交付⾦（概要）

１９

市町村においては、令和9年度 孤独・孤立対策推進交付金（地方における孤独・孤立対策推進事業）に係る意向調査について、内閣府より、
一斉通知・調査システムにより回答依頼（8/19AM〆切）が届いておりますので、ご確認いただき、孤独・孤立対策に関するプラットフォーム
の設置や事業の活用をご検討ください。

【参考】令和８年度の概要


